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Ⅱ　2011年度を取り巻く情勢と

運動の基本目標

１．2011年度を取り巻く情勢
【回復基調の中でも新たな危機を抱える世界経済】
１．世界経済は、リーマンショックに始まった2008年秋からの金融危機と同時不況から、回復局面と言われてきました。中国・インドなどをはじめとする新興国は早期の回復とふたたび高い成長に入っていますが、特に先進国では、その回復ペースが減速するとともに先行きの不安要因もまた目立ち始めています。

　各国でフル稼働した大規模な財政出動の効果が一巡して成長が減速するとともに、各国財政は財政赤字が急拡大してきました。６月末にカナダで開催されたＧ20首脳会合では、成長と財政再建をめぐって議論が行われ、「先進国は2013年までに財政赤字を半減」との数値目標を盛り込んだ首脳宣言が採択されました。しかし各国・地域の事情は様々で、ギリシャ危機をとりあえず緊急対策で引き延ばしたユーロ圏は、信用不安を拡大させないために各国が財政再建に走り始めていますが、アメリカはむしろなかなか改善に向かわない失業と内需の落ちこみへの危惧から引き締めよりもてこ入れを優先という具合です。その中で、桁違いの財政赤字を抱える日本だけはこの目標の例外扱いとされ、財政再建の具体化が国際的にも突きつけられたといえます。

　加えて、世界の過剰マネーが再び投機的な資本移動を活発化させているのも新たなリスクであり、動き始めた国際的な金融規制改革の具体化が求められます。

【対話と協調による「核なき世界」に踏み出せるか－大きい日本の役割】

２．「核なき世界」をめざすとした2009年４月のオバマ大統領「プラハ演説」から1年が過ぎ、５月にNPT（核拡散防止条約）再検討会議（５年ごとの開催）が開催されました。議長提案の核廃絶に向けた行程表の作成や期限の設定は、核保有国が真っ向否定し、最終合意は核廃絶の方向性の合意にとどまりました。それでも、何らの合意文書をまとめられず終わった５年前に続いて、今回も文書の採択が危ぶまれる時期もあった中では「一定の成果」と言え、とりわけ最終文書に「核兵器禁止条約」の文言が盛り込まれた意義は小さくありません。

　また、８月６日の広島の平和記念式典は、国連の事務総長と核を保有する米英仏の３カ国の代表が初めて出席する意義深いものとなりました。しかし、その後アメリカ国内では駐日大使の出席をめぐって強い批判が出て、政府が釈明に追われる事態も生じています。

３．対話と協調によって「核なき世界」に踏み出せるか、進展と反動のジグザグを繰り返しつつの進行であるからこそ、被爆国日本の態度と役割が重要です。しかし政府は、成長戦略の中に原発輸出を位置づけ、６月末にはインドとの原子力協定締結に向けた交渉に入りました。ＮＰＴ未加盟の核保有国インドに核関連の物資や技術を提供することは、８月９日の長崎平和宣言で田上市長が「被爆国自らＮＰＴ体制を空洞化させるもの」と指摘したとおりと言えます。世界的な核廃絶への取り組みの中で日本が前向きのイニシアティブを発揮すること、また、それに向けて私たちの平和運動、脱原発運動も大きく問われています。

【変わらぬ日本の経済構造と問われる労働運動】

４．「景気は着実に持ち直し」「自立的な回復への基盤が整いつつある」が「失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況」というのが、ここ数ヵ月続く政府の基調判断です（月例経済報告）。確かにGDP（国内総生産）は2009年秋から３四半期連続のプラス成長になっています。また、大企業の業績は急速に回復しています。東証一部上場企業の2010年４～６月期の経常利益は前年同期比で４倍以上に急拡大し、リーマンショック以前の08年同期にほぼ匹敵する水準になりました。

　しかし、この中心は自動車や電機などであり、食品や小売りなど内需関連企業は依然として伸び悩んでいます。つまり、日本経済は相変わらず、中国など新興国経済の成長による輸出の拡大と、国内消費はエコポイント・エコカー減税などによる需要の先食いに依存しており、リーマンショック以降の大不況であらわになった、極端な外需依存という日本経済の不安定な構造は変わっていないということです。
　事実、個人消費の息切れにより４～６月期のGDPの伸びは年率で0.4％と鈍化しました。加えて、８月中旬からの急激な円高と株安の進行により、景気の先行きはさらに弱まると予想されます。
５．何よりも問題なのは、働く者の雇用や賃金が依然として厳しく、国民生活が相変わらず不安定のままになっていることです。総務省の労働力調査による完全失業率（4-6月平均）は5.3％（前年同期0.1ポイント悪化）で、完全失業者数は349万人（同２万人増加）となっています。有効求人倍率（６月）は、前年同月より改善しましたが、それでも0.52倍という求職者２人に一人の求人というレベルにとどまっています。このままではふたたび、「雇用なき景気回復」「労働者を犠牲にした企業業績の拡大」を繰り返すことになります。
　民主党も内需拡大による日本経済の枠組転換を掲げてきましたが、財源不足は深刻で政府の直接支出には限度があります。この間指摘されているように、大企業の高い内部留保が設備投資に回らず貯蓄や国債購入、さらには海外への間接投資に回されている構造を改めることが必要です。金余りの大企業が儲け先のなさに困って溜め込んだりマネーゲームに走るのをやめ、労働者の賃金をあげて生活を安定させ、内需を拡大すると同時に税収の確保にもつながることが根本の課題です。

　厳しい議論の末に、十分ではありませんが最低賃金が改善されたように、民主党政権の環境を生かした制度・政策的な取り組みはもちろん重要ですが、日本経済の抜本的な構造転換のためにも、政治に頼るのではなく、私たち労働者自身のたたかいが問われます。
６．こうした中でたたかわれた2010春闘では、連合は「戦後最長の景気回復期においても、成長の成果が勤労者や家計に適正に配分がなされなかったことによるものであり、賃金は10年前の水準から7.6％も低下している。このような賃金水準の低下は、低所得層の増加と中間層の減少によるものであり、所得格差の拡大と二極化は今も進行している」という認識のもと、「日本の社会・経済の底割れに歯止めをかけ、賃金水準の低下を阻止し、全労働者の生活を維持・防衛する」という方針で臨みました。

　結果は、連合の７月20日集計時点で、平均賃金方式で引き上げ額4,805円、引き上げ率1.67％、前年対比で▲43円、０ポイントと、ほぼ昨年並みの結果となっています。連合が2010春闘でベア要求を見送ったことについては、次年度に向けて引き続き意見反映が必要と考えますが、同時に、正規・非正規に関わらず未組織労働者も含めた全ての労働者の処遇改善の取り組みや、現行の賃金カーブの維持だけでも厳しい交渉・たたかいの結果として勝ち取っている民間の取り組みに学ぶことも重要です。

　勧告制度の枠内にとどまる一方で自治体の財政事情に大きく影響されている私たち自身のたたかいをしっかり総括して、今後の労働基本権回復下のたたかいを展望・準備するとともに、全ての働く者の統一闘争としての春闘を強めることが求められています。

【参議院選挙結果と政権交代1年の日本政治】

７．第22回参議院選挙は、昨年８月の衆議院選挙で実現した政権交代の意義と民主党を中心とした政権の評価が問われたたたかいでした。結果は、民主党は改選議席54から10議席減の44議席にとどまる大敗を喫しました。自民党は13議席増の51議席で改選第一党となり、与党は大幅な過半数割れで、法案は野党との合意・修正なくして一本も通らない事態となり厳しい国会対応と政権運営を迫られることになりました。

　しかも前回は民主党が大勝しており、次回３年後の選挙結果でこの事態を解消することは事実上不可能といえます。つまり衆議院の選挙結果にかかわらず、参議院では今後６年間この厳しい事態が続くことを覚悟する必要があります。そしてまた、みんなの党の躍進に見られるように、小泉改革の遺物のような新自由主義的な傾向が復活し、小さな政府と公務員叩きで国民を煽るような勢力が陣地を築いたことにより、今後の公務員制度改革や行革課題、賃金・労働条件問題などへの厳しい影響が必至です。

８．敗北の原因は、直接的には菅首相の「消費税発言」の影響が大きいとされています。確かに選挙戦の展開を振り返れば、菅内閣発足時に60％台にＶ時回復した内閣支持率は、公示直前のマニフェスト発表時に突然切り出したこの発言以降、再び急降下しましたし、自民党やみんなの党に格好の攻撃材料を与えました。しかし消費税の増税そのものについては世論も賛否が拮抗しており、政策として国民の総批判を受けたとは考えられません。むしろ、めざすべき社会ビジョンや社会保障のあり方と一体での責任ある方向性の提示ではなく、唐突な提案とその後の発言のブレが“軽々しく無責任”という反発を招いたといえます。

　その意味では個別政策の是非ではなく、政権への国民の信頼の問題です。政権交代を果たしてこれまでの自民党政治と違う政治が始まる、という国民の期待の大きさに比して、鳩山政権は理想は高く掲げたがあまりに体制と力量が不足しており（典型が普天間基地の移設問題）、退陣を余儀なくされました。再び期待を背負った菅政権に、同様の首相の言葉の軽さを見せつけられた国民の、いい加減しっかりしてくれ民主党！という失望と怒りが現れた選挙結果だったと言えます。

９．ただし今回の選挙結果は、国民が民主党への政権交代から再び自民党へ回帰したということではありません。比例代表では、前回から減らしたとはいえ民主党が第一党であることは変わりなく、自民党は得票率・議席数ともに過去最低に落ちこみました。改選第一党になったのは選挙区、中でも29ある一人区での勝利（21勝８敗、前回は６勝23敗）によるものです。前回とちょうど逆転した一人区の結果については、景気回復が遅れ小泉改革による格差と疲弊が残る地方で、消費税発言がより影響したことや、雇用の悪化や地域経済の低迷による政権への不満と不信の中で元々基盤があった自民支持層が戻ったこと、そしてそれでも接戦を制した最後の決め手は自民・公明の選挙協力が指摘されています。

　その意味で、国民は新しい政治と社会のありように期待しながらこの１年の実態に幻滅し、しかし以前の自民党政治の復活など求めてはおらず、民主党政権にいわば執行猶予を与えて厳しく今後を注視していると受け止めることができるかもしれません。

10．民主党と菅内閣は、参議院選挙の結果に示されたこの国民の意思・気持ちをしっかりと受け止めて、再スタートを切らなければなりません。もちろん2011年度予算をどのように国民生活優先で編成できるかという大きな課題がありますが、それと平行して民主党政権の政策大綱を確立する作業が大切です。自分たちのめざす社会と政治のありようを、昨年の政権交代のスローガンとなり多くの国民が共感した「国民の生活が第一」、そして参院選で掲げた「強い経済、強い財政、強い社会保障」の具体的な内容を、しっかりとした日本社会のビジョンとして提示し、国会はもとより全国民的な議論をまきおこすことです。

　自治労は、新自由主義の復活をゆるさず、民主党政権のこの取り組みを支援し、確固たるものにするための協力と自らの運動づくりにしっかり取り組む必要があります。そして、これからの社会保障制度の抜本見直しや税財政制度の抜本改革などの重要課題はもとより、自治労の方針と民主党、政府との政策的な違いは今後様々に大きくなることも想定されます。労働組合と政党の違いをしっかり踏まえつつ、私たちの要求と政策の実現にむけて主体的な取り組みの強化が問われます。

【公務員制度改革と地方分権をめぐる動向】

11．第174回通常国会は、会期中に鳩山前首相が退陣し、地域主権改革関連法案、労働者派遣法改正案は継続審議、国家公務員法改正案は廃案となるなども多くの課題を残したまま６月16日に閉会しました。国公法の改正案は２年連続の廃案という事態であり、とくに労使関係改革については具体策がなんら示されていません。あらためて連合・公務労協とともに、労働基本権問題の早期具体化を政府・与党に対して強く求めることが必要です。

12．「地域主権」改革に関わっては、６月22日に「地域主権戦略大綱」が閣議決定され、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲、ひも付き補助金の一括交付金化、国の出先機関の抜本改革など、今後２～３年を見据えた改革諸課題に関する方向性が明らかにされました。「大綱」で示された改革の具体的な方向は、自治労がめざしてきた考え方と基本的に同じであり評価できます。今後の具体化に当たっては、引き続き意見反映の取り組みを行い、質の高い公共サービスの確保と地方自治の確立をめざしていかなければなりません。

【参議院選挙から来春の知事選挙へ】

13．道内の2010年６月の有効求人倍率は前年同月比で0.05ポイント増と、５カ月連続で前年を上回りましたが、それでも0.37倍というレベルです。４～６月期の完全失業率は5.5％と前年同期より0.1％、昨年10～12月からは0.8％も悪化し、完全失業者は15万人にのぼっています。

　2003年からの高橋道政は時期的にも政策的にも小泉構造改革と対応してきた道政でした。とにかく市場へ、“官から民へ”と切り売りされた公共サービスと社会保障などの切り下げ、地方切り捨ての財政方針や上からの市町村合併、道州制特区法などによって、道内の各地域も疲弊しどんどん活力を失うとともに、生まれ育った地域で暮らすこと自体が困難な状況が生じています。しかし高橋道政はこうした地域の現実を前にしても、中央政府の自公政権の政策に追従する以外は、財政難の中での行革、自らの仕事の縮小に勤しんできたばかりといえます。

14．こうした知事の姿勢は、道政を進めていく上でもっとも大切な道と市町村との関係にも大きな影響を与えました。その象徴は、道政改革の最重要課題で「100年に一度の改革」と呼ばれ、高橋知事も最重点公約としていた支庁制度改革です。10年以上の期間と労力をかけた改革は、高橋道政のもとで、名称変更と所管区域の一部変更のみに変質してしまいました。道民・市町村とタッグを組んで新しい北海道政府をつくっていくはずだった道政は、むしろ国の出先機関のようになり、市町村との乖離は大きくなっています。

15．こうした中で、来春に迫った知事選挙では高橋道政から新しい道政への転換がなんとしても必要です。そして「空白と迷走の７年間」とはいえ、７月の北海道新聞の世論調査では、高橋道政の支持は64％に達しており、いまだ広範な人気を保っています。ただし、「続投支持」が51％に対して「交代したほうがいい」も42％あり、この間も分析してきたようにその内実は“なんとなくの好感度の高さ”です。全道庁労連の７月の道職員アンケートでは、高橋知事の支持率は、組合員では5.8％、管理職でもわずか19％という結果でした。また、知事が自民党を基盤に強調してきた「中央とのパイプ」は、政権交代によって過去のものになっています。この間続いてきた道民人気も、積極的な対抗軸の設定で構造の変革が十分可能です。
　道本部は、連合北海道や民主党北海道と連携して、知事選挙・統一自治体選挙への体制確立を強めます。特に過去２回の知事選挙を振り返れば、早期の候補者選考は非常に重要であり、道本部は全道庁労連と合同で８月17日に、民主党北海道に対して来春の知事候補の早期擁立と統一自治体選挙闘争体制の早期確立を要請しました。

　来春の統一自治体選挙の前にも、国政全体にも大きな影響を与える衆議院５区の補欠選挙や旭川市長選挙をはじめとする中間首長選挙も控えています。一つひとつの取り組みをしっかりと闘いながら、新しい北海道を切り開くため全体で奮闘していかなければなりません。
２．運動の基本目標

　組織拡大を大胆に取り組み、すべての公共サービス労働者の
自治労結集をはかり、男女がともに担う自治労北海道づくりを
単組・地方本部・道本部が一体となって進めます。
１．財政難による人員削減や退職者の不補充は大幅な組合員数の減少につながっています。道本部財政の見直しはもとより、組織・運動のありかた全体の情勢を踏まえて見直し、組合員の声を生かした姿、着実に一歩まえへ進む運動に変えていかなければなりません。地方分権や公務労働の市場開放、さらには、公務員制度改革、運営形態の変更により協約を締結できる組合・労働者も増加が進む中で、より効果的で強固な運動を作り上げていくための具体的な議論を進めます。

２．臨時・非常勤等職員、介護関係労働者、環境・廃棄物関係労働者をはじめとして、雇用形態、経営形態のいかんによらず、公務員労働者、公共サービス民間労働者など、すべての公共サービスを担う労働者の組織化と、同時に賃金労働条件の改善と公共サービスの質を高める運動をともに担います。また、消防職員の団結権付与を視野に入れ、消防職員の組織化を進めます。

　脱退者・未加入者に向けて、丁寧なオルグから粘り強く加入に向けて取り組むとともに、未加盟単組・未組織自治体の解消に努めます。
　雇用確保、賃金・労働条件の維持・改善と労働基本権の
確立をめざします。
【雇用確保の取り組み】
１.「官から民へ」公共サービス分野の規制緩和、市場化の推進のなかで、自治体職場での分限免職や雇い止めが多発しています。

　職場で働く労働者の雇用の確保は労働組合にとって最大の任務です。職場における労使交渉のルールを確立し、アウトソーシングによる分限免職、解雇、臨時・非常勤等職員の雇い止めを許さない取り組みを強めます。また、入札改革と公契約条例制定の取り組みを通じて、指定管理・委託事業での継続雇用の保障に取り組みます。

２．労働者派遣法の改正においては、登録型派遣の原則禁止や製造業務派遣の原則禁止が盛り込まれましたが、通常国会において残念ながら廃案となりました。早急に成立させる必要がありますので、引き続き、雇用・労働市場の規制緩和に反対し、公正労働の実現と雇用における二極化の解消、均等待遇の実現に向けて、中央本部・連合とともに取り組みを強めます。
【公共サービス労働者総体の賃金労働条件の改善】

３．公務員バッシング、賃金引き下げに抗し、地域公共サービス労働者総体の賃金・労働条件の改善を進めるため、社会的な賃金相場形成の役割が期待される春闘期のたたかいを重視し、地域賃金水準の引き上げに取り組みます。さらに、生活保障の原則と同一価値労働・同一賃金の原則の二大原則に基づく社会的な横断賃金の形成に取り組みます。

４．賃金・労働条件・雇用など、すべての分野で均等待遇と公正な労働基準を実現します。とりわけ、臨時・非常勤等職員の処遇改善に向けての運動を展開します。さらには任期付短時間勤務職員等の雇用安定、処遇改善を求めていきます。また、委託労働者の賃金改善を進めるため、公正な労働基準の確立に資する委託費の積算と入札改革を自治体に求めていきます。

５．他の自治体の職員との間の公平な公務サービスの提供と目的達成、職務と責任の同一性、自治体間で類似の職種のあるべき給与との観点から、「自治体職員の標準的な給与」を確立し、公務労働者の賃金水準の確保をめざします。

６．自治体財政健全化法や自治体財政危機を背景とした賃金の「独自削減」については、その財政状況を検証・分析し、労使協議を前提とし、安易な削減には反対の立場で対応します。また、すでに実施中の単組についても、早期に本来の賃金決定ルールに立ち返るよう期間限定を強く求めていきます。
【労働基本権確立に向けた取り組み】

７．現在、日本の政治・経済・社会は大きく変化・発展を遂げており、公務員制度においても、これまでの行革一辺倒な考え方ではなく、それらに対応したものに変えていくことが求められています。公務員労働者は勤労者として憲法28条の擁護のもとにあること、ＩＬＯ等から日本の公務員制度が厳しく改善勧告を受け続けていることを重要視し、労働基本権の確立と労使関係制度の抜本的改革を求めます。

８．2008年６月に成立した国家公務員制度改革基本法に基づく「自律的労使関係」の措置については、2009年、2010年通常国会に内閣人事局の設置などを目的とした国家公務員法の一部改正法案を国会へ提出しましたが２年連続廃案となりました。また、７月に実施された参議院選挙において、民主党等の与党が過半数を割り込んだことから、他党の協力を得なければ法案が可決しないという事態を受け、公務員制度改革にかかるその内容と動向が流動的となっています。現政権においては、当面して2012年新制度移行のスケジュールに変更がないため、2011年度１年間を非現業職員に対する労働協約締結権回復のための準備期間と位置づけ、取り組みを進めなければなりません。

９．2006年の給与構造改革以降、地方自治体職員の給与は地域民間賃金準拠への圧力が強まっています。また、政権与党である民主党がマニフェストに掲げた「公務員人件費２割削減」により、みんなの党などが一気呵成に公務員給与の水準を引き下げよとの追及をし、その圧力がさらに高まっています。しかし、一方で、非正規労働者を含む地域の民間労働者の賃金改善と生活の底上げなくして、自治体職員の賃金・労働条件にかけられた下方圧力をはねのけることは極めて困難である情勢も踏まえなくてはなりません。
10．そのため、自治体労働者と地域民間労働者の連携・相互支援の運動をさらに強化・拡大し、自治体労働組合としての社会的責任として、低賃金と劣悪な雇用に置かれている臨時・非常勤等職員や公共サービス民間労働者の処遇改善の運動に取り組みます。これらの総合的な運動の中から、2012年を一つの目標として、連合春闘に対する主体的・本格的な参加を段階的に果たしていきます。

11．ここ数年に及ぶ公務員バッシングは、公共部門を「無駄で非効率・硬直的なもの」と決めつけながら、公共サービスの市場化・商品化を推進することを主張してきた新自由主義的な思想が背景にあります。この間、政府・与党は、マスメディアを動員しながら、「官（官僚・公務員組合）」を「抵抗勢力」として描くことで批判や疑問を封殺してきたといえ、一部の自治体においては、職員と労働組合を敵視する首長などが出はじめています。このような政策手法は、根本的に誤りであり、今日の“公共の底が抜けた”ような社会状況を招いた主要因として厳しく批判されなければなりません。

12．しかし、バブル崩壊以降の不景気と生活水準の低迷・二極化のなかで、年収が300万円未満の世帯が33.2％と前年を２％上回り（2009年厚労省調）、市民・民間労働者において税や社会保障負担に対する重圧感とそれらの使途に対する問題意識が高まっているということも事実として認識する必要があります。私たちは、このような事実を冷静に把握し、自信を持って市民の理解と共感を得られる透明度の高い運動を推進していく必要があります

【自治体職員の標準的給与の確立に向けて】　

13．労働基本権が確立されたもとでの賃金闘争においては、これまでのような人事院勧告という「絶対的な基準」によらず、新たなものさしによって交渉を行うこととなります。これは、国の給料表の内容に準拠するものでもなく、毎年の春闘期に民間労働組合と連携して、妥結結果をにらみながら、地方公務員の賃金闘争を行うこととなります。従って、自治体職員の標準的給与は、勧告制度にはよらない、自治体の共通の「ものさし」として、自治体当局の連合体と自治体労働組合の連合体との間の交渉を行う中で、給料表・諸手当などの「標準的なモデル」を決定していくこととしています。

14．標準的給与の性格はⅰ）地域間格差の拡大に歯止めをかけることを目的、ⅱ）一定のミニマム基準としつつ、各地域による上乗せを可能としていくものであり、全国一律の給与水準とするものではないことです。また、労働組合としての「目標」「方針」ではなく、中央交渉等によって労使合意するものとして構想し、その結果を自治体労使に対してモデルとして示すものです。

15．具体的なモデルは未だ出来上がってはいませんが、引き続き、「標準的給与」の理念やあらたな給与決定制度の内容をにらみながら議論を深めていく必要があります。
　自治体財政を確立し、真の地方分権をめざします。
１．政府が進める地域主権改革は“住民に身近な行政は、地方公共団体が自主的かつ総合的に広く担うようにするとともに、地域住民が自ら判断と責任において地域の諸課題に取り組むことができるようにするための改革”とし、活気に満ちた地域社会をめざしています。今後、行政のあり方が地域住民とともに大きく変わっていくことが予想されます。まずは労働組合が率先して、自治体財政をしっかり分析し、地域住民と課題や問題点を共有しながら、中長期的な見通しを含め地域・自治体政策の転換・改善を当局に対し要求・提案していく必要があります。

　その際、自治体単組の社会的責任として、国の施策に無批判に従い財政硬直化を招いたり、自らの政治的な支持拡大のために不要・不急の事業を推進したりすることのないよう、首長や議会の動きを厳しくチェックする必要があります。あわせて、赤字のツケを一方的に職員に転嫁することなく、公正な人件費配分を確保すべきこと、財政健全化のためには、真摯な労使協議と職員の納得が必要であることを当局に認識させることが重要です。

２．地域・自治体政策の転換にあたって、各単組は、「安心・安全・信頼の地域社会の実現」と「公共サービスの再生」を掲げ、予算編成期・春闘期を中心に政策要求を行います。公立病院など地域医療対策、介護など高齢社会対策、保育など少子化対策、生活保護をはじめとする生活支援策、平等な教育政策、雇用と住宅の確保策など、自治体が公的責任を果たす必要があるにもかかわらずこの間の綻びや矛盾が指摘されている分野を中心に、各地域・自治体ごとの特徴的な課題を踏まえ、住民の参加・理解をはかりつつ地域的な広がりをもった運動を推進します。
３．取り組みにあたっては、一人ひとりの組合員がサービスの最前線において、日々住民と接していることを最大の強みとする必要があります。各職場における組合員の「現場力」を活かし、住民ニーズに応えるサービスの改善策を具体的に提案するとともに、真に効率性と効果性を兼ね備えた、サービスの不断の改革を職場から実践し、住民を巻き込んだ自治研運動として展開していく必要があります。

４．政府は、2010年６月に「地域主権戦略大綱」を閣議決定しました。義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲、ひも付き補助金の一括交付金化、国の出先機関の抜本的な改革について、今後２～３年の改革諸課題に関する方向性が明らかにされたことから、自治体や自治体労働者にとって極めて大きな課題が出てくることも考えられます。情勢をしっかり注視し、意見反映していくことが重要になります。

５．高齢社会､人口減少社会の中で､持続可能な安心と信頼の社会保障の構築は必要不可欠ですが、深刻な医師・看護職員不足や地域医療・救急医療の崩壊といわれる現状は、住民のいのちと健康に様々な形で悪影響を及ぼしています。一方、各自治体ですすめられている公立病院改革は財政と効率化のみに視点を置くあまりに、医療を利用する地域住民の視点、医療を提供する病院職員の視点に欠けた内容となる例が多く見うけられます。

６．民主党政権は、財政のみの視点から医療費や介護費をひたすら抑制してきたこれまでの方針を転換し、質の高い医療・介護サービスを安定的に供給できる体制づくりに着手し、地域医療や救急、産科、小児科などの医療提供体制の再建、新型インフルエンザ等感染症対策は万全な対応を尽くすとし、後期高齢者医療制度についても新たな制度検討に着手しています。道本部は安心と安定した社会保障を確保する観点からも、保健医療政策の抜本的な改善と、保健医療分野における人材の確保と地域医療の再生にむけ積極的に取り組みをすすめます。

　平和憲法の理念を実現させ、軍縮・平和・反核・脱原発、
人権を守るたたかいを進めます。
【軍縮・平和】

１. 日米安保条約締結から、50年が経過しました。東西冷戦のなかで締結された日米安保条約に基づく日米関係は、東アジアを重視する民主党政権のもと、新たな時代を迎えたと言えます。核の傘や強大な軍事力に頼る安全保障のあり方は、グローバル化による国境の希薄化と国際的テロが懸念されるなかで、変わらざるを得ない情勢と言えます。

２．オバマ政権は、「核兵器のない世界」への努力をしていますが、一方で、米軍のイラクからの2011年撤退の準備指令を出したものの、テロとのたたかいと称して、アフガンへの「米軍増兵投入」とイスラエル支持の立場を表明しています。

３．道本部をはじめ平和を望む世界の人々は、アメリカが軍事力による世界支配を抜本的に転換し、国連を中心とする対話と協調による安全保障体制の確立に向けて、その役割を果たすよう連合北海道、道平和フォーラムに結集して反対運動を継続的にすすめなければなりません。
【反　核】
４．オバマ政権は発足から１年をすぎました。プラハ演説やノーべル平和賞受賞などといった国際世論の期待感も高く、対話と協調の外交路線は評価できます。しかし、アフガン情勢も悪化の一途をたどっています。厭戦感と失望感の広がりのなかで、今年１月の上院議員補欠選挙において民主党が敗北するなど、厳しい政治清勢に直面しています。オバマ大統領が「核兵器を使用した国の道義的責任」に触れ、核兵器廃絶に言及したプラハ演説以降、米ロ両国の間で第一次戦略核兵器削減条約（STARTI）の後継条約が2010年４月８日に調印されるなど、核兵器廃絶の流れがすすんでいます。また、2010年５月開催のＮＰＴ再検討会議では最終文書が採択され、核廃絶へより踏み込んだ内容となっています。

５．しかし、北朝鮮の核実験など核保有の動きのなかで、北東アジア、朝鮮半島の緊張緩和と非核平和に向けて六カ国会議の再開に向けた米朝、日朝、南北朝鮮間の外交交渉が問われています。日本政府は、唯一の被爆国の責務として積極的に世界に先駆けて平和と核軍縮政策のリーダーシップをとり、日本の国是とする「非核三原則」の法制化による、より厳格な姿勢が求められます。
【脱原発】
６．日本の原子力政策は、大きな転換点を向かえています。高速増殖炉を中心とした核燃料サイクル計画は50年近く経った今なお実現していません。欧米先進国では早期に技術・経済・安全面の困難さからすでに撤退しているのです。政府は、破綻した核燃料サイクル政策の事実を隠蔽して、六ヶ所再処理工場本格稼働、高速増殖炉もんじゅの本格運転、プルサーマル計画を推進しようとしています。私たちは、核拡散にもつながるプルトニウム再利用策に固執している政府・電力会社の姿勢を変えさせなければなりません。

７．さらに、原発建設の国内展開が厳しくなる中で、原発輸出の動きが新興国に対し企業のはたらきかけが活発化しています。したがって、核拡散問題として本部・平和運動フォーラムと連携し取り組みをすすめる必要があります。

８．また、日本は自らの削減目標の実現に向けて新エネ・再生可能エネの導入政策の確立と省エネルギーの推進を結合した新産業の育成を進め、将来的には「脱原発社会」の実現にむけ積極的に取り組む必要があります。原発の本質的な弊害を解消するには「脱原子力」以外に道はありません。原発がなくとも十分やっていける「自然エネルギー王国・北海道　北の大地から持続可能な未来へ」（北海道エネルギーシナリオ）を指針に、「脱原発・北海道」をめざします。
【人　権】
９．道教委は全道の小中学校及び高校の教職員を対象に、教育課程や組合活動、教員団体との関係を聞き取る「教職員の服務規律等調査」を実施しました。調査は、教育の内容や自主・自律の組合活動に対して不当に介入するものであり明らかに憲法で保障する教育の自由や団結権を侵害するとともに、民主的な職場を崩壊させ、子どもの学習する権利や成長する権利を歪めるものであり、決して容認できるものではありません。また、地域住民や保護者から情報を提供させる「通報制度」をつくりました。こうしたことから、道本部は、引き続き、民主教育をすすめる道民連合とともに「教職員の服務規律等調査」や「通報制度」の問題点を指摘するとともに、中止や導入しないよう求めていきます。
　民主党を中心とする政権を支持し、「国民生活が第一」の
政治を実現します。
１．第22回参議院議員選挙は、民主党を中心とする連立政権の基盤をしっかりと確立するために、取り組みを進めてきましたが、改選議席121（選挙区73・比例代表48）のうち民主党は44議席にとどまり、当初目標の与党の過半数の56議席を確保することはできませんでした。この結果、民主党政権にとっては今後の政権運営において極めて厳しい状況となりました。

２．このことをふまえ、民主党政権は、今後あらためて国民の期待に応えるために、約束した「国民生活が第一」の政策の実現に全力をあげ国民の支持を得る努力を行う必要があります。
　また、道政に関わる諸課題についても国政レベルで可能なものは民主党の政策に反映させていきます。
　さらに、民主党への支持・協力関係を基軸に、政権を支え・強めるために、組合員の政治活動への参加を高め、民主党を支持する体制の強化に努力していきます。
３．道本部は、連合北海道の第17回統一自治体選挙の第１次推薦者と、10月に行われる連合北海道第23回大会において決定される全候補者の推薦決定をうけ、連合北海道推薦候補を基本に組織推薦し、第17回統一自治体選挙での組織推薦候補の勝利と道政奪還をめざし取り組みを進めます。

４．道本部は、民主党を中心とする政権の政策課題を実現させるために、連合北海道、北海道農民連盟、ＮＰＯ・市民運動団体等とともに必要な国民運動をつくるなど支援・協力体制を強めます。
　　





































































